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１．職員数及び職員の任免に関する状況 
 
（１）職員数の推移（各年度 4 月 1 日現在）    
                                               （単位：人） 

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

1,260 1,238 1,209 1,171 1,136 

  （注）教育長は含まれていません。 

 

（２）部門別職員数 
               （単位：人） 

職員数（各年 4 月 1 日現在）
区 分 

平成 20 年 平成 21 年

対前年

増減数
主な増減理由 

議 会 9 8 △1

総 務 158 159 1

税 務 68 66 △2

民 生 243 231 △12

衛 生 109 108 △1

労 働 2 2 0

農林水産 20 20 0

商 工 7 7 0

土 木 160 148 △12

議会・・・議会事務局業務の見直し（△1） 

総務・・・国体推進スタッフの充実（3）、市民

生活課スタッフの充実（1）、定額給付金業務

（2）、管財課業務の見直し（△1）、企画調

整課業務の見直し（△1）、鉄道促進担当の兼

務（△1）、市民課業務の見直し（△1）、関

宿支所業務の見直し（△1） 

税務・・・課税課業務の見直し（△1）、収税課

任期付職員の退職不補充（△1） 

民生・・・社会福祉課スタッフの充実（2）、第

二福祉ゾーン担当の兼務（△1）、こども館業

務の見直し（△2）、国保年金課業務の見直し

（△1）、あすなろ職業指導所に指定管理者制

度を活用（△8）、退職者不補充（△2） 

衛生・・・清掃計画課スタッフの充実（1）、育

児休業任期付職員の採用（2）、環境保全課業

務の見直し（△1）、退職者不補充（△3） 

土木・・・管理課スタッフの充実（1）、都市計

画部参事監の廃止（△1）、都市整備部主幹の

廃止（△1）、都市計画課業務の見直し（△

1）、建築指導課業務の見直し（△2）、区画整

理課業務の見直し（△3）、街路課業務の見直

し（△1）、みどりの課業務の見直し（△1）、

退職者不補充（△3） 

一般行政

部   門 

小 計 776 749 △27
＜参考＞類似団体の職員数   825 人 

（超過数△49 人）

教 育 137 132 △ 5

消 防 163 163 0

教育・・・教育総務課スタッフの充実（1）、社

会教育課業務の見直し（△1）、関宿給食セン

ター長の兼務（△1）、文化センター舞台業務

の委託（△2）、小学校用務員業務の委託（△

1）、学校栄養士の配置見直し（△1） 

特別行政

部   門 

小 計 300 295 △5
＜参考＞類似団体の職員数   379 人 

（超過数△79 人）

普通会計 1,076 1,044 △32
＜参考＞類似団体の職員数 1,204 人 

（超過数△128 人）

水 道 30 29 △1

下 水 道 22 21 △1

そ の 他 44 43 △1

水道・・・水道部業務課業務の見直し（△1） 

下水道・・・下水道課業務の見直し（△1） 

その他・・・高齢者福祉課ホームヘルパー退職者

不補充（△1） 

公営企業

等 

会計部門 

小 計 96 93 △3

合 計 
1,172

[ 1,309 ]

1,137

[ 1,145 ]
△35

（注）１ 職員数は、一般職（教育長含む）に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休

職者、派遣職員などを含み、臨時や非常勤職員は含まれていません。（平成 21 年地方公共団

体定員管理調査個別団体表に基づき作成） 

   ２ ＜参考＞の類似団体職員数と超過数は平成 20 年 4月 1日の状況及び比較です。 

   ３ [   ]内は、条例定数の合計です。 
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（３）職員の採用の状況（平成２０年度） 
（単位：人） 

区       分 採用者数 

一般行政職 9

一般技術職 1

管理栄養士 1

栄養士（育休任期付職員） 1

職 
 

種 

消防士 3

計 15

 
（４）事由別退職の状況（平成２０年度）  

（単位：人） 

定年退職 勧奨退職 その他 計 

28 11 10 49

 

（５）職員削減計画の数値目標及び進捗状況 

 

① 職員削減目標 
計画期間 

始 期 終 期 
数値目標 

平成 21 年 4 月 1 日 平成 27 年 4 月 1 日
△135 人 

（△11.6％） 

（注） １ 計画期間は、平成 21 年から平成 27 年の 7 年間です。 

２ （ ％）内の数値は、平成 20 年の職員数に対する増減率を示します。 

３ 数値目標は平成 21 年 4 月に策定した集中改革プランの職員削減目標です。 

 

② 職員削減計画の概要（各年 4 月 1 日現在）                            （単位：人） 

 
平成 20 年 

計画前年 

平成 21 年 

1 年目 

平成 22 年 

2 年目 

平成 23 年

3 年目 

平成 24 年

4 年目 

平成 25 年

5 年目 

平成 26 年 

6 年目 

平成 27 年 

7 年目 
計 

1,165 1,129 1,123 1,115 1,095 1,067 1,050 1,030 - 
削減計画 

職員数 
前年比較 △36 △6 △8 △20 △28 △17 △20 

△135 

(△11.6％)

（注） １ 職員数には教育長及び任期付職員は含まれていません。 

２ （ ％）内の数値は、平成 20 年の職員数に対する増減率を示します。 

 

③ 職員削減計画の年次別進捗状況（実績）の概要（各年 4 月 1 日現在） 

（単位：人） 
 20 年 

計画前年 

21 年 

1 年目 

（参考） 

数値目標 

増減員数 - 
△36 

（26.7％） 

職員数 1,165 1,129 

△135 

（注） １ 職員数には欠員数は含まれていますが、教育長及び任期付職員は含まれていません。 

２ （ ％）内の数値は、数値目標△135 人に対する平成 21 年 4 月 1 日現在の進捗率を示します。 


